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耐震計算に関する基本方針及び耐震計算書の記載 

に関する補足事項について 

【公開版】 

１． 文章中の下線部は，R0 から R1 への変更箇所を示す 

２． R1の主な変更内容としては，11月8日に提示した「耐震機電00-

01」に示す類型化分類を反映したものである。 

３． 第 1回申請設備として火災感知器の追加に伴い，電気的機能維持

の機能確認済加速度に対する補足内容を追加した。 
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1. 概要 

本資料は，再処理施設及びMOX燃料加工施設(以下「当社施設」という。)

に対する第１回設工認申請のうち，以下に示す添付書類における耐震評価上

の補足事項について示すものである。 

・再処理施設  添付書類「Ⅳ－１－２－２ 機器の耐震計算に関する基本

方針」 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ－１－３－４ 有限要素モデル等を用いて評

価を行う機器の耐震計算方法」 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ－２ 再処理施設の耐震性に関する計算書」 

・再処理施設 添付書類「Ⅳ－４－２ 火災防護設備の耐震性に関する計

算書」 

 

第1回申請設備は，有限要素モデル等を用いて評価を行う機器及び標準支

持間隔法を用いている配管である。有限要素モデル等を用いて評価を行う機

器の耐震計算は，添付書類「Ⅳ－１－３－４ 有限要素モデル等を用いて評

価を行う機器の耐震計算方法」に基づき実施しており，当該添付書類におい

て評価条件，計算式，許容限界等を示している。 

そのうち計算式は，JEAGの式の他，JEAGや材料力学の式を組み合わせて

設備形状に応じた式を設定している。 

また，評価条件，許容限界等は，原則として設備の種類や構造に応じて基

本方針に示す値を適用している。設備固有の事項により基本方針に比べて保

守的な設定とする場合等は，設備固有の設定である旨を耐震計算書に記載し

た上で適用することとしている。 

 

配管系のうち標準支持間隔法を用いている配管の耐震計算は，添付書類

「Ⅳ－１－１－11－１ 配管の耐震支持方針」に基づき実施している。標準

支持間隔法を用いている配管系は設計方針であることから，当該設備に対す

る耐震計算上の補足事項については補足説明資料「耐震機電16 配管系の評

価手法(定ピッチスパン法)について」に示す。 

 

本資料では，計算式の設定に関する補足説明や設備固有の設定事項等，計

算式や耐震計算書に対する補足事項について示す。 

 

本資料で示す内容については，再処理施設及びMOX燃料加工施設に対して

適用するものとし，廃棄物管理施設については別途整理するものとする。 

また，本資料は第１回申請範囲を対象とした説明内容を示しており，後次

回申請範囲の機器配管系については当該申請時において記載を拡充してい

く。   
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2. 計算式及び設備固有事項の設定について 

耐震の計算方針及び耐震計算書の記載に関する補足事項として，基本方針

に示している計算式の設定に関する補足説明，設備固有の設定事項の考え方

を以下に示す。 

 

2.1 計算式の設定に関する補足説明について 

耐震評価に適用する計算式は，添付書類「Ⅳ－１－３－４ 有限要素モ

デル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法」で設定している。 

これらの計算式は，JEAGの式の他，JEAG及び材料力学の計算式を参考に

設定しており，各計算式の出典について補足する。 

また，回転機器の回転数等により生じるモーメントの算出方法などの計

算式に用いる技術的根拠についても補足する。 

計算式の出典及び技術的根拠を添付－１に示す。 

 

2.2 設備固有の設定事項について 

各設備の耐震評価においては，基本方針に考慮すべき荷重，減衰定数，許容

限界等を設定している。 

これら設備の耐震評価においては基本方針に基づき評価を行っている設備の

他，基本方針よりも保守的に評価条件を設定している設備がある。また，基本

方針の方針に基づき，試験等で許容限界を求め，その許容限界を耐震計算書に

示している設備がある。 

設備固有の設定事項について以下に示す。 

 

(1)   安全冷却水Ｂ冷却塔 

減衰定数について，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の基本方針」

に記載の減衰定数よりも保守的な減衰定数を適用しているため，その適用

性について補足する。 

詳細な設定内容及び妥当性を別紙-1 に示す。 

 

(2)   火災感知器(第 1 回申請範囲) 

電気的機能維持評価について，添付書類「Ⅳ－１－１－８ 機能維持の

基本方針」に基づき，実証試験等により得られた電気的機能確認済加速度

を用いて評価する。 

ここで，電気的機能維持は機能を確認する部品のサイズ，構造が多様で

あり設備ごとの確認結果を用いていることから，電気的機能確認済加速度

を取得した試験内容について補足する。 

詳細な試験内容を別紙－2 に示す。 

 

 

 

以上 
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添付－１ 

 

有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の 

耐震計算に対する説明方法

・本資料は，計算式の設定根拠となる出典元の違いに応じた説明方法とし

て，有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明

方法について示すものである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（1/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本計算式を適用する第 1回申請設備を以下に示す。 

・安全冷却水Ｂ冷却塔 

・火災感知器 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（2/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・本設備に適用する各計算式については，JEAG，機械工学便覧及び鋼

構造設計規準等に示されている計算式を基に設定しており，各計算

式に対する根拠について説明を行う。 

・FEM の計算方法を示すⅣ－１－２－１－４は，下記に示す目次の内

容で構成されている。このうち，計算式は 3.2.3 計算方法の

(3.2.3.2-1)式から(3.2.3.5-5)式，5.1.1 機能確認済み加速度の適

用範囲外設備の計算方法の(5.1.1.2-1)式から(5.1.1.3-2)式及び

5.2.1 原動機の計算方法の(5.2.1.2-1)式から(5.2.1.3-1)式に応

力計算式が示されることから，本項目の記載を抜粋した上で計算式

の出典を示す。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（3/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（4/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左記の計算式は，機械工学便覧に示されている材料力学の引張り・

圧縮荷重が部材に作用する場合の計算式を適用している。 

ｔσ ：水平及び鉛直方向地震による引張応力 

b
ｔ

Ｆ
σ

Ａ
  

ここで， bＦ  ：部材に作用する引張力 

Ａ ：部材の断面積 

cσ ：水平及び鉛直方向地震による圧縮応力 

c
bＦ

σ
Ａ

  

なお， ｔσ， cσ がσ， bＦがＦであり使用している記号及び圧縮応力で

の符号は異なるが，算出式は同じである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械工学便覧 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（5/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

左記の計算式は，機械工学便覧に示されている材料力学のせん断荷

重による応力の計算式を適用している。 

τ：水平及び鉛直方向地震によるせん断応力 

ｂ

ｓ

Ｑ
τ

Ａ
  

ここで， ｂＱ  ：部材に作用するせん断荷重 

ｓＡ  ：部材のせん断断面積 

計算方法の引用元となる機械工学便覧の式は下記式である。 


3Ｆ

τ
2Ａ

 

なお， ｂＱ がＦであり， ｓＡ は
2
Ａ

3
に当たることから，使用している

記号は異なるが算出式は同じである。 

 

 

 

 

機械工学便覧 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（6/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 左記の計算式は，機械工学便覧に示されている材料力学の曲げモー

メントによる応力の計算式を適用している。 

ｂσ ：水平及び鉛直方向地震による曲げ応力 

ｂ

Ｍ
σ

Ｚ
 

ここで， Ｍ：部材に作用するモーメント 

Ｚ：部材の断面係数 

なお，Ｚが １Ｚ であり使用している記号は異なるが，算出式は同じで

ある。 

 

 

 

機械工学便覧 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（7/31） 

 

 

原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 抜粋 

Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 JEAG の式において使用している各応力は，運転時重量による圧縮応

力σｓ１，長手方向地震による曲げ，圧縮応力σｓ２及びせん断応力τｓ２

である。 

圧縮応力及び曲げ応力を合計した(σｓ１＋σｓ２)は軸方向応力の合計

である（σｔ＋σｂ）と同じであり，τｓ２はτと同じであることから，

圧縮応力と引張応力と荷重の作用方向に違いはあるが計算方法は同じ

である。 

 

 2 2
ｔ bσ σ＋σ ＋3τ  
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（8/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

左記の計算式は，鋼構造設計規準に示されている圧縮と曲げの組合

せ応力の計算式を適用している。 

圧縮と曲げの組合せ 

ｃ ｂ

ｃ ｂ

σ σ
＋ 　≦　1

1.5ｆ 1.5ｆ
  

ここで， cσ ：水平及び鉛直方向地震による圧縮応力 

ｂσ ：水平及び鉛直方向地震による曲げ応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鋼構造設計規準－許容応力度設計法－ 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（9/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

左記の計算式は，鋼構造設計規準に示されている引張と曲げの組合

せ応力の計算式を適用している。 

引張と曲げの組合せ 

ｔ ｂ

ｔ

σ＋σ
　≦　1

1.5ｆ
  

ここで， ｔσ ：水平及び鉛直方向地震による引張応力 

ｂσ ：水平及び鉛直方向地震による曲げ応力 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

鋼構造設計規準－許容応力度設計法－ 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（10/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(1)引張応力と同じ。 

なお， btＦ がＦ，ＡａｂｎａがＡに当たることから，使用している記号

は異なるが，算出式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（11/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(3)せん断応力と同じ。 

なお， bsＦ がＦ，Ａａｂｎａが ｓＡ に当たることから，使用している記

号は異なるが，算出式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（12/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

σf＝
PDo

4t
 + 

0.75i1ሺMa+Mbሻ
Zf

 

 

0ＰＤ

400ｔ
の分母における 400 と 4 の違いは，圧力Ｐに対するＳＩ単位

化の換算による違いであり，また，Ｚが fＺ であり使用している記号は

異なるが，計算式は同じである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（13/31） 

 

 

原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 抜粋 

Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

＊
１ ｂ ２ ｃ

ｎ

0.75ⅰＭ ＋ⅰＭ
Ｓ＝

Ｚ
 

Ｚが fＺ であり使用している記号は異なるが，計算式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（14/31） 

 

 

原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 抜粋 

Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

σo＝
g{m(CH＋CP)h－

mL

2
(1－CV－CP)}＋MP+Wwh

ntAbL
 

σo＝
－

mL

2
(1－CV－CP)}＋MP

ntAbL
 

JEAG4601 では，荷重算出式と応力算出式が分かれており，さらに，

鉛直方向地震力による震度及び風荷重の考慮，取付方法の違いにより

考慮する荷重に違いがあるが，計算式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（15/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

左記の計算式は，材料力学の式を基に回転機器の回転数及び出力よ

り生じるモーメントを算出しているものである。 

計算式に用いる技術的根拠として，回転により生じるモーメントを

算出するには，回転機器の回転数に 2πを乗じ時間単位換算(60)で除し

て回転速度を算出し，回転機器の出力を除することによりモーメント

を算出している。 

Mp：ファン駆動部の回転により作用するモーメント 

MP＝（ 
60

2πN ）×106Pm 

ここで， N ：回転機器の回転数 

Pm ：回転機器の出力 

 

 

 

 

 

20



有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（16/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

σo＝
m（CH＋CP)gh

3/8AbntL
െ mL(1－Cv－CP)g

2Abnt

 

JEAG4601 では，荷重算出式と応力算出式が分かれており，さらに，

鉛直方向地震力による震度を考慮していることによる違いがあるが，

計算式は同じである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（17/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(3)せん断応力と同じ。 

なお，ｍｇ(ＣＨ＋ＣP)＋ＷｗがＦ，Ａbｎが ｓＡ に当たることから，使

用している記号は異なるが，算出式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（18/31） 

 

 

原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 抜粋 

Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

 
1 2L L

Ｖ Ｈ
ｂ

ｆｖ ｆｈ

1 Ｃ ｈ Ｃｈ
Ｆ ｍ

ｎ ｎ

 
  

 
g  

1 2 1L L L
   

     
   

2 2

Ｖ Ｈ
ｂ

ｆｖ ｆｈ ｆｖ

Ｃｈ Ｃｈ ｈ
Ｆ ｍ ｍ

ｎ ｎ ｎ
g g  

JEAG4601 では，荷重算出式と応力算出式が分かれており，さらに，

鉛直方向地震力による震度の考慮，取付方法の違いにより考慮する荷

重に違いがあるが，計算式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（19/31） 

 

 

原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 抜粋 

 

Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

  1

1 2

L
L L

 
  

 

Ｖ Ｈ
ｂ

ｆｖ ｆv

1 Ｃ ｈ Ｃ
Ｆ ｍ

ｎ 2ｎ
g  

1

1 2 1L L L
   

     
   

2 2

Ｖ Ｈ
ｂ

ｆｖ ｆv ｆｖ

Ｃｈ Ｃ L ｈ
Ｆ ｍ ｍ

ｎ 2ｎ ｎ
g g  

JEAG4601 では，荷重算出式と応力算出式が分かれており，さらに，

鉛直方向地震力による震度の考慮，取付方法の違いにより考慮する荷

重に違いがあるが，計算式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（20/31） 

 

  

Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(1)引張応力と同じ。 

なお，ＦbがＦ，ＡｂがＡに当たることから，使用している記号は異なる

が，算出式は同じである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25



有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（21/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

   ２ ２
ｂ Ｖ ＨＱ ｍ 1 Ｃ Ｃg  

 ｂ
ｂ

ｂ

Ｑ
τ

Ａｎ
 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(3)せん断応力と同じ。 

なお，   ２ ２
Ｖ Ｈｍ 1 Ｃ Ｃg がＦ，Ａbｎが に当たることから，使用し

ている記号は異なるが，算出式は同じである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

ｓＡ
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（22/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(4)曲げ応力と同じ。 

なお，
ｂｆＭ がＭ，πｄ3/32 が １Ｚ に当たることから，使用している記

号及び断面係数の表し方は異なるが，算出式は同じである。 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(2)圧縮応力と同じ。 

なお，(
1Ｐ ＋

2Ｐ ＋
3Ｐ )がＦ，πｄ2/4 がＡに当たることから，使用し

ている記号及び断面積の表し方は異なるが，算出式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（23/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

左記の計算式は，機械工学便覧に示されている材料力学の丸軸のね

じりによる応力の計算式を適用している。 

τｔｆ：地震力によるせん断応力 

τtf ＝
16Mtf

πd3
  

ここで， Ｍｔｆ：ファン回転によるねじりモーメント 

πd3

16
 ：ねじり断面係数 

なお，ＭｔｆがＴ，πｄ3/16 がＺｐであり使用している記号は異なる

が，算出式は同じである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

機械工学便覧 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（24/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(3)せん断応力と同じ。 

なお，
ｔＱ がＦ，πｄ2/4 が ｓＡ に当たることから，使用している記号

は異なるが，算出式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（25/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

τmax ＝
1

2
ඥሺσbf ൅ σmfሻ

2 ൅ 4ሺτtf ൅ τstሻ
2 

JEAG の計算式は周方向，軸方向及びせん断応力の組合せであるが，

本計算式は圧縮，曲げ応力とせん断応力の組合せであり，圧縮と曲げ

応力が一軸であることによる式の変形及びσxがσbf＋σmf，τxθがτtf ൅

τstに当たることから，使用している記号は異なるが，算出式は同じで

ある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（26/31） 

 

  

Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

左記の計算式は，機械工学便覧の式に基づき，ファン軸に作用する

軸受け部の静等価荷重に荷重係数を乗じて軸受け部に作用する荷重を

算出する式である。 

Po：軸受の静等価荷重 

Po＝fsi(0.5FBr+YoFBa) 

Po ＝fsiFBr 

ここで， FBr ：軸受部ラジアル方向の最大荷重 

FBa ：軸方向の最大荷重 

fsi ：荷重係数(衝撃荷重として 1.5 とする) 

Yo ：静スラスト係数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

機械工学便覧 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（27/31） 

 

  

Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(1)引張応力と同じ。 

なお，ωｌがＦに当たることから，使用している記号は異なるが，

算出式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（28/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(4)曲げ応力と同じ。 

なお，Ｚが １Ｚ に当たることから，使用している記号は異なるが，算

出式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（29/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

式の出典は，3.2.3.2 支持架構の応力(3)せん断応力と同じ。 

なお，ωｌがＦ，Ａが ｓＡ に当たることから，使用している記号は異

なるが，算出式は同じである。 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（30/31） 

 

 Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

本計算式は最大主応力と最小主応力の差であり，応力が一軸であるこ

とによる式の変形及びσxがσt＋σb，τxθがτに当たることから，使用

している記号は異なるが，算出式は同じである。 

σ1＝σ11－σ21 

σ11＝
1

2
ቊ൫σ

t
+σ

b
൯+ට൫σ

t
+σ

b
൯2+4τ2ቋ 

σ21＝
1

2
ቊ൫σ

t
+σ

b
൯‐ට൫σ

t
+σ

b
൯2+4τ2ቋ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力発電所耐震設計技術指針 JEAG4601 抜粋 
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有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算に対する説明方法 

添付－１（31/31） 

 

  

Ⅳ-1-3-4 有限要素モデル等を用いて評価を行う機器の耐震計算方法 JEAG，機械工学便覧，鋼構造設計規準等式の出典 

 

 

 

 

 

 

左記の計算式は，材料力学の式を基に，軸部に作用する等分布荷重

による集中荷重を算出しているものである。 

 計算式の技術的根拠として，原動機軸にかかる等分布荷重に原動機軸

の支持間隔長さを乗じることで集中荷重を算出している。 
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再処理施設　設工認に係る補足説明資料　別紙リスト 令和４年11月18日　R1

資料№ 名称 提出日 Rev

別紙-1 安全冷却水B冷却塔の減衰定数について 11/18 1 旧 別紙-6 (6)支持構造設備(FEM)の評価条件等の設定の考え方について

別紙-2 火災感知器の許容限界について 11/18 0

別紙-3 容器等におけるボルトの評価温度について 後次回で示す範囲

別紙-4 水中に設置する設備の付加荷重について 後次回で示す範囲

別紙-5 疲労評価を行う設備の等価繰返し回数について 後次回で示す範囲

別紙-6 クレーン類の解析モデルについて 後次回で示す範囲

耐震機電27　【耐震計算に関する基本方針及び耐震計算書の記載に関する補足事項について】

別紙
備考
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令和４年11月18日 Ｒ１ 

 

 

 

 

 

 

別紙－１ 

 

安全冷却水Ｂ冷却塔の減衰定数について 

 

 

  

・本資料は，第１回設工認申請対象である安全冷却水B冷却

塔における減衰定数の設定の考え方を示す。 

・本分類における内容を含めた表紙や目次の構成について

は，本分類以外の分類に対する説明方法やヒアリング結

果等を踏まえて反映したものを最終版として次回提出す

る。 
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1. 概要 

  屋外に設置されている機器及び構築物は補強等の工事が容易ではないこと

から,従来から可能な範囲で設計余裕を見込んだ評価を行い，機器及び構築物

を設計することとしているため，添付書類「Ⅳ－１－１－５ 地震応答解析の

基本方針」（以下，「基本方針」という。）に示す減衰定数よりも保守的な値

を設定し，評価を実施しているものがある。 

本資料では，屋外に設置されている機器及び構築物のうち，安全冷却水B冷

却塔（以下，「冷却塔」という。）に用いる減衰定数の保守性について示すも

のである。 

 

2. 冷却塔の耐震評価に用いる減衰定数について 

  冷却塔に用いる減衰定数については，第2-1図に示すフローのとおり，設計

に保守性を持たせるため，減衰定数 %を設定している。設備の応答低減が必要

となった場合には，減衰定数を設備に応じた値に見直しを行い，再評価を実施

することとしている。その際，基本方針では「対象設備に応じた値の適用を基

本とする」としており，その方針に基づくと冷却塔は第2-2図に示す『ボルト

及びリベット構造物』に該当するため，減衰定数2%まで値の見直しを行い設計

することとする。 

 

3.  減衰定数 ％の保守性の確認について 

  第3-1図に示すとおり，冷却塔の評価に用いる減衰定数 %と設備に応じた減

衰定数2%における応答加速度を比較したところ，応答加速度の周期帯におけ

る変動や応答加速度の逆転などの応答性状に差はなく， %の応答加速度が2%

を包絡していることを確認した上で，保守的な ％を設定している。 
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ボルト及びリベット構造物：2% 

第2-1図 冷却塔の減衰定数設定フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第2-2図 基本方針（抜粋）  

冷却塔の減衰定数 

設計上の保守性の 

考慮が可能か 
  

設計上の保守性を考慮し

た減衰の設定 

減衰定数 % 

Yes 

No 

設備に応じた減衰の適用 

減衰定数 2%＊  

2 
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固有周期（S）
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固有周期（S）

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第 3-1図  減 衰 定 数 %と 2%の 応 答 性 状 の ⽐ 較  

基 準 地 震 動 Ss 鉛 直 方 向  基 準 地 震 動 Ss 水 平 方 向  
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別紙－２ 

 

火災感知器の許容限界について 
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1 

 

１．概要 

  火災感知器の許容限界のうち機能確認済加速度について，メーカ等において確認して

いる加振試験に基づく値を用いている。 

  本資料は，電気的機能維持評価に用いる機能確認済加速度を取得した，メーカ等におい

て確認している加振試験の概要を補足説明するものである。 

  「２．加振試験の概要」に，機能維持評価に用いた機能確認済加速度を取得した加振試

験の概要（加振方法，入力波，加振振動数等）について示す。 

  「３．機能維持評価用加速度の設定について」に，機能維持評価に用いた機能維持評価

用加速度の，機能確認済加速度を取得した加振試験の体系を踏まえた設定方法について

示す。 
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２．加振試験の概要 

設備 記載箇所 
評価部位 

【加振試験No＊1】 
要求機能 加振方向 試験内容＊2 

機能確認済 

加速度＊2，＊3 

（×9.8m/s2） 

判定基準 

火災感知器 Ⅳ－4－2

－1－1 

赤外線式炎感知器 

【A】【B】 

地震後の電

気的維持 

水平単独2方

向及び鉛直

単独 

1． 振動特性試験 

5～33Hzの振動数領域を含む正

弦波を入力し，応答波形から共

振周波数が33Hz以上であるこ

とを確認。 

2． 正弦波加振試験 

33Hzにおける加振試験を行い，

機能が維持されることを確認。 

【A】 

水平：3.00 

鉛直：3.00 

【B】 

水平：8.00 

鉛直：6.00 

加振後に正

常に動作す

ること。 

Ⅳ－4－2

－1－1 

サーモカメラ 

【A】【B】 

地震後の電

気的維持 

水平単独2方

向及び鉛直

単独 

1． 振動特性試験 

5～33Hzの振動数領域を含む正

弦波を入力し，応答波形から共

振周波数が33Hz以上であるこ

とを確認。 

2． 正弦波加振試験 

33Hzにおける加振試験を行い，

機能が維持されることを確認。 

【A】 

水平：3.00 

鉛直：3.00 

【B】 

水平：8.00 

鉛直：5.00 

加振後に正

常に動作す

ること。 

注記 ＊1：加振試験Noは，表3-1のNoとの紐付けを示す。 

   ＊2：記載の数値については，加振試験報告書等の記録に基づいている。 

   ＊3：機能確認済加速度が異なる器具が取り付いている盤については，各器具の水平と鉛直の最小値を盤の機能確認済加速度として用

いることから，盤の機能確認済加速度として耐震計算書に記載する数値を下線にて示す。 
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３．機能維持評価用加速度の設定について 

機能維持評価に用いる機能維持評価用加速度は，機能維持評価を要する器具を取り付

ける支持構造物（ポール，スタンション等）の構造と，加振試験の体系を踏まえ，以下の

表3-1の考え方に基づき設定する。 

 

第3-1表 機能維持評価用加速度の設定について 

No  

支持構造物

の加振試験

有無 

機能維持 

評価用加速度 
機能確認済加速度 

図解 

番号 
具体例 

A 
支持構造物

が剛な設備 
有 

1.0ZPA（設置床の

最大応答加速度） 

支持構造物含めた

加振試験により確

認した加速度 

図3-1 火災感知器 

B 
支持構造物

が柔な設備 
無 

器具の取付位置

に生じる応答加

速度 

器具単体の加振試

験により確認した

加速度 

図3-2 火災感知器 
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第3-1図 支持構造物が剛な設備かつ支持構造物含めた加振試験を実施した場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第3-2図 支持構造物が柔な設備かつ器具単体の加振試験を実施した場合 

 

床

実際の据付位置における
評価用加速度の設定
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（剛）：器具

加振台

器具の加振試験における
機能確認済加速度の取得位置

加速度
センサ

支持構造物
（剛）

床

実際の据付位置における
評価用加速度の設定

器具の取付
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応答加速度
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（柔）

：器具

加振台

器具の加振試験における
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